
議員提出第５号議案 

 

父子家庭支援策の拡充を求める意見書 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条第１項の規定により提

出する。 

  平成２４年３月２７日 

         提 出 者 

足立区議会議員  あ か し  幸  子 

同        しのはら  守  宏 

同        加  藤  和  明 

同        古  性  重  則 

同        針  谷  み き お 

同        藤  沼  壮  次 

同        前  野  和  男 

同        鈴  木  あ き ら 

同        き じ ま  て る い 

同        う す い  浩  一 

同        ぬ か が  和  子 

同        浅  古  みつひさ 

同        ほ っ ち  易  隆 

            

足立区議会議長  吉 岡  茂  様 

 

（提案理由） 

 国会及び政府に対し、父子家庭支援策の拡充を求めるため、本案を提

出する。 



父子家庭支援策の拡充を求める意見書 

 

父子家庭が年々増加している。多くの父子家庭は母子家庭同様、経

済的に不安定で、子育て等においても課題を抱えているが、父子家庭

と母子家庭では、行政による支援内容に大きな差がある。 

平成２２年８月から、児童扶養手当が父子家庭の父にも支給される

こととなったが、福祉貸付金や就労・技能習得支援など、支援制度の

多くが母子家庭に限定されている。また、遺族基礎年金については、

父子家庭の父に受給権は無く、子は父と別居しなければ受給要件が満

たされない。 

よって、足立区議会は国会及び政府に対し、下記事項の早期実現を

強く求めるものである。 

記 

１ 遺族基礎年金の父子家庭への拡充策として、死別の父子家庭の父

においても支給対象とするとともに、父と子が共に暮らしていても

子に遺族基礎年金が支給されるよう改正すること。 

２ 母子福祉資金貸付金、高等技能訓練促進費等事業及び特定就職困

難者雇用開発助成金の対象を父子家庭の父にも拡大すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

平成  年  月  日 

議  長  名 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣            あ て 

厚生労働大臣 

内閣府特命担当大臣（男女共同参画） 

 

 


